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研究成果の概要（和文）：本研究は，地震後残留変形低減が可能なセルフセンタリング構造の包括的な地震応答
予測法の構築が目的である．まず，1質点系モデルで多数の構造物特性と入力地震波を変数とした時刻歴応答解
析を実施し，その基本的な地震時挙動を明らかにするとともに，非線形サイクル数および塑性変形の分布を定式
化した．次に，これら地震性状を反映した等価線形化理論を作成し，その良好な応答予測精度を示した．そし
て，応答予測理論を多質点系構造に拡張し，5質点系モデルと滑らかなスペクトル特性の模擬地震波を用いてそ
の妥当性を検証した．提案手法によりセルフセンタリング構造の合理的な設計が可能であることを示した．

研究成果の概要（英文）：This research aims to develop a comprehensive seismic response prediction 
method for self-centering structures that can reduce residual deformation after seismic events. 
Firstly, a time history analysis of the SDOF system with many structural characteristics and input 
ground motions as variables is performed. Further, formulating the number of non-linear cycles and 
plastic deformation distributions from their basic seismic response behaviors. Next, an equivalent 
linearization method reflecting the seismic responses is developed and indicated a good 
correspondence with the time history analysis results. Further, a response prediction of the 5DOF 
system using simulated earthquake waves that have smooth spectral characteristics was carried out by
 expanded prediction theory for MDOF systems. Concluded that the self-centering structures can be 
designed reasonably using the proposed prediction method.

研究分野： 建築構造

キーワード： セルフセンタリング　時刻歴応答解析　等価線形化法　非線形サイクル数　塑性変形分布　等価粘性減
衰定数　最大塑性変形予測　累積塑性変形予測

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　等価線形化法に詳細な地震応答を反映しながら理論展開を行う手法は，研究代表者の知る限り今までに行われ
ていない．その結果，提案手法は従来の最大変形だけでなく累積塑性変形（ダメージの総量）も同時に予測する
ことが可能となった．累積塑性変形を予測することは設計時におけるセルフセンタリングデバイス容量の検討の
簡略化や性能設計の発展に繋がる．以上から，研究成果は新規性を有しており，その学術的価値は大きい．
　セルフセンタリング構造は，大地震後にも継続使用を可能とする高い耐震性能を有しており，普及が促進され
れば持続可能な社会の実現に大きく貢献できる．この点から，研究成果の社会的意義は大きいと言える．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
 1995 年の兵庫県南部地震，また 1994 年の米国 Northridge 地震では，鋼構造建物の柱梁溶接接
合部における脆性破壊などの重大な構造被害により，多くの建物が地震後継続使用不可となっ
たことが両国で大きな社会問題となった．これらの地震を契機として，高い耐震性能を付与する
ための新しい構造が様々に提案され，耐震構造研究が飛躍的に進歩した．中でもセルフセンタリ
ング構造は，特殊な機構を組込むことにより構造物の地震後残留変形を従来構造と比較して大
幅に低減であるという利点を有している．本構造の普及により構造物の地震後継続使用が可能
となり，持続可能な社会の形成に大きく貢献できる．セルフセンタリング構造の合理的な性能設
計には，力学的に明快かつ高精度な地震応答予測法が必要不可欠であるが，これまでにいくつか
提案されている手法は経験式のみに頼った力学的根拠に乏しいものが殆どである．セルフセン
タリング構造の地震応答挙動を動力学理論に反映した包括的な手法の開発は，喫緊の課題であ
ると言える． 
 
２．研究の目的 
 本研究課題は動力学理論と経験的な地震応答性状の両方に基づく，セルフセンタリング構造
の包括的な地震応答予測手法を開発することを最終目的とする．詳細を以下に述べる．まず，セ
ルフセンタリング構造の基本的な地震応答性状を，多数の設計変数を設定した 1 質点系モデル
の時刻歴応答解析により明らかにする．次に，これらの結果を詳細に検証することで，非線形サ
イクル数や塑性変形分布といった地震時の重要な物理量を数式化する．そして，これらを反映し
て 1 質点における等価線形化法の基本的枠組みを作成し，本手法は最大変形だけでなく従来手
法では予測できない累積塑性変形を良好な精度で予測できることを証明する．最後に，多質点系
の応答予測理論を 1 質点系のそれに基づいて作成し，その応答予測精度を示す．以上より，セル
フセンタリング構造物が合理的に設計できることを結論付ける． 
 
３．研究の方法 
 本研究では，図 1 に示す復元力特性モデルを対象とした．エネルギー消費性能の様々なセルフ
センタリング構造 4 種に加え，一般的な鋼構造物の構造特性を表すバイリニア構造も対象に加
えた．これらはエネルギー消費率eを変数として用いることで，共通の力学モデルで表現可能で
ある． 
 

 
図 1 本研究で対象とする復元力特性モデル 

 
(1) 1 質点系の時刻歴応答解析および等価線形化法 
図 2a に 1 質点系モデルを，図 2b にその復元力特性モデルを示す．1 質点系モデルの動的特性

は初期固有周期 T0 = 2 / 0および初期減衰定数0であり，履歴形状を特徴付ける変数は降伏後
2 次剛性比，エネルギー消費率e，最大塑性率である． 
 

 
図 2 1 質点系モデルとその復元力特性モデル 

 
解析変数は，以下に示す通りである．初期固有周期 T0 = 0.1sec から 3.0sec（0.1sec 刻み）；初期

減衰定数0 = 0.02，降伏後 2 次剛性比= 0, 0.2, 0.5；エネルギー消費率e = 0, 0.25, 0.5, 1, 2；最大
塑性率 = 2, 4, 8, 16；入力地動加速度 üg(t) = 26 地震波．30 種周期×1 種減衰×3 種剛性比×5 種エ
ネルギー消費率×4 種塑性率×26 種地震波の総計 46,800 組合せの解析を行った．なお，最大塑性
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率が目標値に対し誤差±0.1%以内となるように，降伏耐力 Fyを調整して収斂計算を行った． 
 解析条件は次の通りとした．時刻歴応答解析は Newmark の法（ = 0.25 の平均加速度法）に
より解き，解析時間刻みは T0 の 1/200 以下となるように決定した．解析の各ステップで生じた
不釣合い力は，Newton-Raphson 法による収斂計算で解消した． 
 これら多数の時刻歴応答解析結果から，非線形挙動を呈した半サイクルの総数および半サイ
クル毎の塑性変形分布をパラメータ T0, , e, および地震波特性を用いて数式化する．これらを
等価線形理論に反映して等価粘性減衰定数の閉形式解を作成し，1 質点系の等価線形化法による
地震応答予測法を確立した． 
 
(2) 多質点系の時刻歴応答解析および等価線形化法 
多質点系モデルの解析では，1 質点系のパラメトリックな解析とは対照的に，多質点系の応答

予測法の妥当性を検証するための解析を行った．図 3a に 5 質点系モデルを，図 3b に主架構の質
量および剛性分布を示す．これらの構造特性から，主架構の 1 次固有周期 Tf1は 0.8sec と決定さ
れる． 
 

 
図 3 5 質点系モデルとその主架構構造特性 

 
各層に目標値以下の一様な層間変形角と塑性率を生じさせるために，各層に付与すべきデバ

イス剛性を決定する設計法を，前述の 1 質点系の等価線形化法に基づき展開した．この設計を，
滑らかなスペクトル特性を持つ模擬地震波 BCJ-L1, BCJ-L2 を対象に実施した．例として目標層
間変形角 = 1/300rad (BCJ-L1), 1/150rad (BCJ-L2)；目標塑性率 = 2 (BCJ-L1), 4 (BCJ-L2)を検討す
る．各層のeiは一定とし，減衰定数は 1 次と 2 次が 0.02 で等しい Rayleigh 型とした． 
 以上で設計した多質点構造の時刻歴応答解析を，Newmark の法（ = 0.25 の平均加速度法）
で解いた．解析時間刻みは 1 次固有周期 T1 の 1/200 以下となるように決定し，解析の各ステッ
プで生じた不釣合い力は，Newton-Raphson 法による収斂計算で解消した． 
 
４．研究成果 
 1 質点系の時刻歴応答解析結果を図 4 にまとめる．それぞれ，図 4a はセルフセンタリング型 
(e = 1)とバイリニア型 (e = 2)で累積塑性変形倍率を比較したもの，図 4b はe = 1,  = 0.2 の系
で 26 波平均した非線形サイクル数 nNLを解析と予測で比較したもの，図 4c は 26 波平均した基
準化塑性変形倍率(n) / maxと基準化サイクル数(n – 1) / nNLの関係を解析と予測で比較したも
のである．ここで，(n) / maxは大きい順に並べた半サイクル毎の塑性変形倍率をそれらの最
大値maxで基準化したもの，(n – 1) / nNLはサイクル数を n = 1 で 0, n = nNL + 1 で 1 となるよう基
準化したものである． 
図 4a より，e = 1 の系のは，最大塑性率が等しいe = 2 の系のに対して統計的に 0.744 倍

となる．一方で，潜在的なエネルギー消費性能は，両者等しい振幅下を仮定すればe = 1 はe = 
2 の 0.5 倍となり，解析結果と乖離する．既往の等価線形化法では潜在的なエネルギー消費性能
から等価減衰定数を決定するため，セルフセンタリング構造の等価減衰を低めに見積もり，過大
な予測を与えることとなる．以上から，詳細な地震応答性状を等価線形化法に反映するため，図
4b, c のような地震応答を求め，定式化することとした． 
 非線形サイクル数 nNLは T0 → 0 で剛な系の非線形サイクル数 nR

NLとなり，T0 = 0.3sec の周辺で
極値を持ち，これ以降は T0 の増加に伴い柔な系の非線形サイクル数 nF

NLに向かって漸減し，, e, 
などにも大きく左右される（図 4b の丸プロット）．nNLの予測式は，これらの変数に加えて地震
波の継続時間 tdや nR

NL, nF
NLを用いて定式化したことに特徴があり，変数毎に異なる傾向を良好に

再現できている（図 4b の実線）． 
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 図 4c の丸プロットは，基準化サイクル数 0.05 毎に計算した，30 種周期，3 種剛性比，26 地震
波による解析結果の平均である．大きい順にを並べ替えることで，(1) = max, (nNL + 1) = 
1 の 2 点が確定値となる．そこで，mid = (nNL / 2 + 1)と定義して，この値を解析結果から決定
することで，これら 3 点を通る指数曲線で塑性変形倍率の分布を定式化した．指数曲線による分
布は，解析結果の平均的な傾向を良く捉えている． 
 

 

図 4 1 質点系の地震応答 
 
 新しく提案した等価粘性減衰定数eqの算定法は，Newmark-Rosenblueth の平均減衰法に基づき，

具体的な非線形半サイクルの総数 nNL と各々に対応する塑性変形倍率(n)の値を用いる．すな
わち，特定サイクルの等価粘性減衰定数eq(n)を(n)から求め，これを n = 1 から n = nNL + 1 ま

で平均することによりeqを決定するものである． = 0.2, 0 = 0.02 の条件の下，提案手法により

算定したe = 0.5, 1, 2 の系のeqを図 5 に示す．提案手法は nNL = 2, 16, 32（赤，青，緑実線）を仮
定しており，また比較として Newmark-Rosenblueth 式に基づく笠井のeqを示す．ただし，笠井の

手法はe = 2 に対応するバイリニア型のみ提案されているため，e = 0.5, 1 に対しては定常振幅

時のエネルギー消費性能に応じて修正した．提案手法と笠井法のeq は同様の傾向を持つが，個
別の地震応答の影響を考慮できない笠井法とは対照的に，eq は nNLに依存して様々に変化する． 
 

 
図 5 等価粘性減衰定数 

 
 これらのeqを用いた場合の最大応答の予測精度について検討した．検討対象は，前述の 46,800
ケースの解析結果である．最大応答の予測法としては，最も精度が良いと思われる笠井の等価速
度スペクトルと応答スペクトルの低減に基づく方法を用いた．表 1 には各eの最大加速度(Acc.)，
最大変位(Disp.)，累積塑性変形(Cum. Def.)の予測値を解析値で除した比の平均値と標準偏差を示 
 

表 1 最大加速度(Acc.)，最大変位(Disp.)，累積塑性変形(Cum. Def.)の予測精度 
上段：平均値，下段：標準偏差 
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す．最大加速度および最大変位は，eが小さいほど平均，標準偏差ともに大きくなる．累積塑性

変形倍率は，(n)および nNLを用いて誘導した閉形式解で予測したものであり，研究代表者の知

る限りセルフセンタリング構造について本研究以外で検討したものはない．その性質上ばらつ
きは最大変位に比べて大きいが，が重要となるが大きい場合では平均が 1 に近づくとともに
標準偏差が小さく高精度の予測となる．なお，笠井のeq による予測精度は紙幅の都合上割愛す

るが，平均が提案手法より 3.5%~7.4%程大きく，標準偏差はほぼ同程度であった．以上から，提
案手法の 1 質点構造における地震応答予測精度は良好であり，僅かではあったものの既往手法
から精度を改善できた．そこで，次に 1 質点系の予測理論を多質点系に拡張し，その応答予測法
を議論する． 
 既往の制振設計法に倣い，BCJ-L1, BCJ-L2 入力時の層間変形角を 1/300rad, 1/150rad で一様と
するために必要な各層のデバイス剛性 Kdiを各層のei = 1 として図 6a のように定めた．主架構剛
性 Kfiは直線分布だが，必要デバイス剛性 Kdiは上層ほど小さくなり，よって各層の 2 次剛性比i

は上層ほど大きくなる．図 6b, c, d はそれぞれ，各層の層間変形角i，最大層せん断力 Vi，累積

塑性変形倍率i の解析値と予測値の比較を示す．提案手法は，nNLの算定に等価 1 質点系でのデ

バイス剛性比 Kd / Kf の仮定が必要なため，設計した多質点構造の層間変形角が目標値以下とな
ることが従来の制振設計法と本質的に異なる．図 6b より，BCJ-L1, BCJ-L2 共に層間変形角iは

目標値以下であり，概ね一様な分布を満足した．図 6c より，最大層せん断力 Viは上述の理由か

ら安全側の予測となるが，建物高さ方向の分布傾向を良く捉えている．図 6d より，累積塑性変
形倍率i は 1 質点系での考察から明らかなように多少精度は落ちるものの，妥当な予測値を与
えたと言える．i が 0.3 程度で概ね一定の 1 層から 4 層と比べ，最上層ではi が 0.5 前後と高く

iが大きくなるが，このような傾向も再現できている．以上から，任意の主架構にセルフセンタ

リングデバイスを設置した際の各層応答が妥当な精度で予測できるため，多層セルフセンタリ
ング構造が合理的に設計できる． 
 

 
図 6 5 質点系モデルの必要デバイス剛性と地震応答 

 
最後に，本研究課題の位置づけと今後の展望を述べる．本研究課題は，数多く提案されている

が，その地震応答性状の詳細な検討やこれを反映した包括的な地震応答予測手法が未だないた
め普及していないセルフセンタリング構造の，性能設計のための地震応答予測手法の開発を目
的としたものである．1 質点系の地震応答性状と等価線形化理論を組み合わせることで，従来手
法と比べてセルフセンタリング構造の地震応答予測精度を改善でき，さらに既往の手法では予
測することが不可能であった累積塑性変形も妥当な精度で予測することができた．これにより，
与えられた地震入力レベルにおけるデバイス容量の検討の簡略が図れ，よって性能設計の発展
に貢献できた． 
今後の展望だが，さらなる応答予測精度の改善が考えられる．提案手法を含む等価線形化法で

は，表 1 にも示したようにeが小さいほど，が大きいほど予測精度が低下する傾向にある．特

に，e = 0 のエネルギー消費がない非線形弾性系ではこれが顕著となる．このような実際と予測

の乖離について今後詳細に検討を行う予定である． 
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